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1.  はじめに

　急速な都市化の進むアジアは、いかに

すれば持続可能で低炭素な開発への道を

進むことが可能か。本章のねらいは、こ

の問いに対していくつかの答えを見出す

ことである。アジアでは持続可能な消費

と気候変動の関係を追求した研究がほと

んど行われていないことを示し、その関

係を理解することが決定的な意味を持つ

ということを論じる。持続不可能なライ

フスタイルや消費行動は、アジア地域の

エネルギー利用と温室効果ガス（GHG）

排出の劇的な増加につながる可能性があ

るためである。

　世界中の GHG 削減を低コストで実現

する選択肢の多くに、アジアで最も著し

い成長を遂げつつあるセクターで持続可

能なライフスタイルと行動を推進する政

策が含まれていることから、持続可能な

消費と気候変動の関係についての理解を

深めることには価値がある。とりわけ成

長の著しいセクターは建物と輸送であ

る。アジアの急速な都市化を踏まえると、

これらのセクターで今すぐではなくても

タイムリーに行動を起こすことは、炭素

集約度の高い技術を使用した持続不可能

な開発が進んで身動きがとれなくなるこ

とだけでなく、持続不可能なライフスタ

イルとサービス提供のシステムに「閉じ込められる」ことを回避するためにも、極めて重要

である。さらに気候上の観点から見ると、両セクターのエネルギー消費を切り換えること

は、地球の気温上昇を工業化前との比較で 2℃以内に抑えるために非常に重要である。本

章ではそうした機会と、それに対する障害を地域、国、国際レベルで克服するための方法

について論じる。

本章の概要

　本章では、急速な都市化の進むアジアが、
特に炭素集約型である建物と輸送セクター
において低炭素型のライフスタイル・行動
を通していかにして持続可能な消費を実現
することができるのか考察を行う。そのた
めに 2 つのセクターの主要なステークホル
ダーは以下の課題を認識し、取り組みを進
める必要がある。

•   建物と輸送セクターのエネルギーサービ
ス消費の管理は、アジアで持続可能な消
費と低炭素型の発展を実現するための重
要課題である。

•   政府が助成金や啓発活動を通して支援を
行うことは、建物セクターにおけるエネ
ルギー効率の高い技術の発展や活動を加
速させ、スケールメリットの創出を後押
しする可能性がある。

•   専用レーンによるバスの高速輸送網
（BRT）や地域冷暖房（DHC）の整備等の公
共事業は政府と自治体でなければ実現が
困難で、かつエネルギー・燃料使用の効
率化に決定的な影響を持つ。

•   UNFCCC に基づく国際的な枠組みや二国
間・多国間交流は、持続可能な開発だけ
でなく気候変動対策上の目標にまで拡大
することができる。
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　本章は 6 つのセクションに分かれている。セクション 2 では持続可能な消費と生産（SCP）
と気候変動を統合的に捉え始めた国際的な政策決定プロセスと研究を検討する。またアジ

ア、とりわけ建物セクターと輸送セクターで両者の関係についての研究を深める必要があ

ることも示す。セクション 3 では両セクターのエネルギー需要の動向と、それに対応する

GHG 排出の動向について述べる。セクション 4 及び 5 では多岐にわたる環境への影響の緩

和方法の概略を持続可能なライフスタイルと行動に関連付けて述べ、さらに建物セクター

と輸送セクターでそうした機会を実現するためにどのような障害があるかを示す。最終セ

クションでは持続可能な消費を国際的な気候交渉やその他の国際的な政策過程に組み込む

ための提言、ならびに気候上の懸念を国レベルの対消費者政策に統合するための提言を行

い、結論とする。本章全体としては主に SCP のうち、持続可能な消費の方に力点をおく。

2.  都市化の進むアジアでの持続可能な消費と気候変動

　SCP の重要性が世界的な注目を集めるようになったのは、国連環境開発会議のアジェン

ダ 21（UNCED 1992）や持続可能な開発に関する世界首脳会議のヨハネスブルグ宣言（WSSD 
2002）がきっかけである。例えば WSSD では消費と生産のパターンの変化は持続可能な開

発を実現する上で不可欠であるという指摘がされており、一方アジェンダ 21 では消費パ

ターンの変革によって主要セクターのエネルギー利用の持続可能性が増す可能性があると

いう指摘がされている。アジェンダ 21 の発表の数年後に持続可能な開発委員会（CSD）がマ

ラケシュ・プロセスのために作成した背景報告書では、気候変動が SCP に関する議論の一

部に組み込まれている（CSD 2006）。より最近では、SCP は先進国の持続不可能なライフス

タイルと消費パターンを常々非難していた途上国の気候変動交渉団の注目を集めている。

（UNFCCC 2009）1。

　SCP と気候変動の結び付きが指摘され始めたのは最近の国際的な政策決定プロセスに

おいてのことであるが、研究者の間では 10 年以上もの間、持続可能なライフスタイル

と行動の変化によってエネルギー利用の削減が可能という指摘が行われていた。例えば

Goldemberg（1996）は、持続可能なエネルギーの未来を推進する戦略の大半が化石燃料から

再生可能エネルギーへの切り替えといった技術的解決策を取り上げているが、エネルギー

と燃料を大量に使用する消費パターンとライフスタイルを変化させるための戦略はあまり

研究されていない、という指摘を行っている。Herring and Sorrell（2009）もエネルギー効率

を向上させるだけでは一般に考えられているほど効果的にはエネルギー需要が減らない可

能性があると指摘し、ライフスタイル中心のアプローチを支持した。これは「リバウンド

効果」によるもので、エネルギー効率が向上すると旅行のようなエネルギーサービスの限

界費用が低下し、そうしたサービスの消費が全体的に増える。De Zoysa（2009）はこの論理

をさらに一歩進めて地域に重点を置き、アジア途上国は持続可能な消費の基準を気候政策

を含めた地域や国の政策に組み込むことが重要であると論じている。

　表 11.1 に示す通り、SCP の問題を扱う政策や措置を成立させるための努力が国レベルで

行われてはいるが、そのほとんどはエネルギー利用の大幅な削減と GHG 排出の一定量の

削減を実現するためのもので、特に建物セクターと輸送セクターではその傾向が強い。
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表 11.1  輸送・建物セクターにおける国レベルの SCPに向けた政策・措置の例

政策・措置 持続可能な消費と生産

輸送
インド 環境と開発に関する国家的保護 

戦略と政策綱領（輸送）
持続可能なライフスタイルと資源の適正な管理と保
存を実現するための政府の目標とプロジェクトの概
略が示されている

中国 消費税 免税によって小型で効率がよく汚染が少ない自動車
の購入を奨励

インドネシア 走行適合性に関する自動車排出 
基準

走行適合性検査合格車両の一酸化炭素及び HC 排出
限度を設定

シンガポール ウイークエンドカー・スキーム 道路利用料金制度の施行に先立って導入され、自動
車の利用頻度を減らすためのさらなるインセンティ
ブの供与を狙う（例えばこのスキームに自動車を登
録した者は道路税が通常の 30% に減額される）

建物
中国 公共建築物に関する国の省エネ 

設計基準（2005）
エネルギー消費を既存の建物より 50% 低下させる目
標を設定。建物のエネルギー利用の改善（22%）と空
調システムの稼働（28%）で目標達成を目指す

グリーン建築評価基準（2006） エネルギー消費データを利用して建物の持続可能性
の定量化基準を策定。認証基準に合格した建物に建
設省が認証を与える

タイ 「指定建築物」と公共建築に関する
エネルギー規定（1995）

大型で指定された公共建築向けの外周材、暖房、照
明基準を設定、既存の建物についてはエネルギー監
査が必要

ASEAN ASEAN の業務用ビルに関する 
域内エネルギーベンチマーク、 
省エネルギービル表彰プログラム

ASEAN の支援によりエネルギー効率の高い建物の
基準を策定し、最良物件を表彰するプログラム

インド 省エネルギー法 エネルギー効率向上のための法的枠組み、制度上の
取り決め、規制メカニズムの策定、公共建築を対象
としたエネルギー効率プログラム、省エネビル条例
の策定、電化製品の基準及び表示プログラム、省エ
ネ推進のための教育及び啓蒙活動等、2001 年施行の
省エネビル条例の根拠を提供

エネルギー監査プログラム（2007） 全建物の規定接続負荷に関する監査プログラムの 
確立

国のグリーン建築評価システム 建築業者及び個人を対象とした自発的システムの 
確立を検討

建物内の再生可能エネルギー利用
に関するパイロットプログラム

建物への再生可能エネルギー活用（太陽光）

インドネシア 省エネのための国のマスタープラン
（2005）

エネルギー集約度を年 1% 低減するための戦略の一
環、エネルギー消費の多い建物はエネルギー監査を
受ける必要

出典：WRI SD-PAMs Database 2009; Huang and Deringer 2007

　いくつかの理由から、急速な都市化が進むアジアでは持続可能な消費と気候変動に今以

上に注目しておく必要がある。ここ数十年、1998 年の金融危機を除けばアジアほど急成長

をとげた地域は他にない。このようなアジアの成長の基底には大規模な都市化があった。

表 11.2 は 1950 年～ 2030 年にかけてのアジアの都市化動向を予測したものである。都市

化に伴う消費者の嗜好の変化が、アジアのエネルギー利用を増加させる推進力の大部分を

担った。技術は建物セクターと輸送セクターで必要な排出削減を進める力の一部にはなり

得るが、両セクターの排出削減に決定的な役割を果たすのは、エンドユーザー・レベルで

のライフスタイルや行動の変化に狙いを定める政策であると考えられる。
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表 11.2  1950～ 2030年のアジアにおける都市化の進展

1 人当たり
GDP

人口 都市人口 都市化率 都市人口の推定増加率

（PPP、ドル）
2003 年

（百万人）
2005 年

（百万人）
2005 年

（％）
1950 年

（％）
2005 年

（％）
2030 年

（百万人）
2005-2030 年

（％）
2005-2030 年

世界 6,453.6 3,172.0 29 49 61 1,772.7 56 

アジア 3,917.5 1,562.1 17 40 55 1,102.2 71 

マレーシア 9,512 25.3 16.5 20 65 78 10.8 66 

タイ 7,595 64.1 20.8 17 33 47 14.6 70 

中国 5,003 1,322.3 536.0 13 41 61 341.6 64 

フィリピン 4,321 82.8 51.8 27 63 76 34.8 67 

スリランカ 3,778 19.4 4.1 14 21 30 2.4 59 

インドネシア 3,361 225.3 107.9 12 48 68 80.0 74 

インド 2,892 1,096.9 315.3 17 29 41 270.8 86 

ベトナム 2,490 83.6 22.3 12 27 43 24.5 110 

パキスタン 2,097 161.2 56.1 18 35 50 79.3 141 

カンボジア 2,078 14.8 2.9 10 20 37 5.8 197 

バングラデシュ 1,770 152.6 38.1 4 25 39 48.4 127 

ラオス 1,759 5.9 1.3 7 22 38 2.3 177

GDP ＝国内総生産、PPP ＝購買力平価ベース

出典 :  United Nations, World Population Prospects: The 2002 Revision; World Urbanization Prospects: The 2003 
Revision; and United Nations Development Programme, Human Development Report 2005

出典：ADB 2006

　都市化は確かに多くの人々を貧困から救い出すことに貢献はしたが、同時に欧米風の消

費パターンに基づく消費者経済をもたらした。第 1 章で論じた通り、これは極めて持続不

可能である。地球上の都市人口は、1950 年～ 2005 年の間に 29% から 49% に増加した。農

村地域より都市の居住者の方が多くなったのは人類史上初めてである。2030 年には都市人

口の比率が 61% に達するであろう。およそ 18 億人の増加のうち、そのほとんどがアジア

の途上国の増加分である。都市化の進展とそれに伴う GHG 排出量の増加の度合いは、科

学が気候変動に適切に対処するために必要としているレベルとは桁が違う。

　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第三作業部会の第四次評価報告書（AR4）による

と、気候への危険な影響を回避するためには、気温上昇を工業化前から 2℃以内に抑えな

ければならないとされている。この 2℃という目標は、その後 2009 年のコペンハーゲン合

意でも採用された。この目標を達成するには、排出量を最大 80% 削減する必要がある。し

たがって気候問題に適切に対処するには、現状のエネルギーや化石燃料を大量に使う消費

中心の経済から早急に脱却する必要がある。

　エネルギー利用の動向は注目に値するが、持続可能な消費と気候変動の間に見られる別

次元の関係も同様に重要である。この問題は、アジアの多くの国々の 1 人当たりエネルギー

消費量とそれに伴う GHG 排出量が、2007 年には依然として世界平均の 1.82 原油換算ト

ン（toe）、4.38 CO2 換算トンをはるかに下回っているという事実を反映したものである。イ

ンドとインドネシアの 1 人当たりエネルギー消費量はそれぞれ 0.5toe と 0.8toe で、世界平

均の数分の 1 でしかないのが実情である。さらに、アジア地域の 1 人当たり発電量は推定

1,800kWh と、世界平均の 2,870kWh を依然 37% 下回っている（ADB and APEC 2009）。憂慮

すべきは世界人口の約 22% に相当する約 15 億人の人々が今なお電力を利用できないとい

う事実であろう（IEA 2008）。その半数あまりはインド、インドネシア、バングラデシュの
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国民で、85% 以上が僻地で暮らす人々である。これらの人々が都市圏に移り住むにつれ、

エネルギー需要は大きく増加することになる。

　アジアの国々にエネルギーを利用できない人々が多数存在するという事実は、主に検討

すべきことは何か、緊張はどこに生まれそうかという方向性を示してくれる。アジアの大

半の国にとって、エネルギー使用量が増えることは基本的な開発ニーズを満たすためには

止むを得ないことである。アジアの急速な経済成長によって 3 億 5,000 万を越える人々が

貧困から脱出したが、体重が標準に満たない幼児の比率を減らし、極端な貧困と飢餓を根

絶し、その他のミレニアム開発目標（MDG）を達成するためには、エネルギー使用量の増加

は必要である。それどころかアジア太平洋地域は世界の人口の半数以上を占めることから

貧困層の人口数も最大であり、十分なエネルギーを供給することは地域的・世界的な貧困

解消の努力に欠かせない要素である（UNDESA 2002）。したがって GHG の緩和政策の導入

によって、同時に緊急の開発を妨げることなくアジア地域の低炭素発展の道が開けるとい

うことは、極めて重要なことである。

　研究者と国際的な政策決定プロセスは開発と気候変動の両方に対処できる持続可能な消

費の推進政策を提唱しているが、現場での検討の進捗度は今一つである。エコラベル等、

SCP 戦略を追跡した数少ない研究によって、SCP 戦略の消費行動の意味のある変化を促す

能力には依然として限界があることが明らかにされた（Cohen 2008）。その一因は、SCP 戦

略がシステム的アプローチをとらなければならないことにある。行動を社会構造の中で検

討し、生産と消費の繋がりを通して消費が行われている社会的・物理的インフラの中で目

標の達成を模索するようなアプローチである（European Environmental Bureau 2009）。一方、

持続可能で低炭素なライフスタイルと行動が必要とするシステムの変化を促すにはどのよ

うな障害があるのかという研究が少ないことも、要因の一つである。以降のセクションで

は、低炭素型の消費と開発の可能性だけでなく、アジアの国々における建物セクターと輸

送セクターでそれを実現するための障害をどうすれば克服できるかということを考察す

る。

3.  急速な都市化が進むアジアの建物セクターと輸送セクターの排出の動向

3.1  建物

　地球全体のエネルギー利用の約 40%、また地球全体の GHG 排出量の約 30% は、建物に

由来する（UNEP 2009）。2004 年の居住用・非居住用建物セクターからの排出量（電力使用

を含む）は、CO2 が 8.6 GtCO2eq、N2O が 0.1 GtCO2eq、CH4 が 0.4 GtCO2eq、炭化水素（CFC
及び HCFC を含む）が 1.5 GtCO2eq であった（Gt ＜ギガトン＞＝ 10 億トン）。図 11.1 に建物

でのエネルギー使用に由来するCO2排出量を示す。電力使用と地域暖房による排出量をユー

ザーレベルで見ると、化石燃料の直接燃焼による CO2 排出量の 3 倍以上に上っていること

がわかる。建物内での電力使用による CO2 排出量が 1971 年～ 2004 年にかけて年率 2% の

増加を見せたことを示すデータがあることも、ユーザーレベルで見ることの重要性を裏付

けている。
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図 11.1  建物からの CO2排出量（2004年）
 

出典 : Levine et al. 2007

　アジアの都市化の進行は、住居及び商用建物でのエネルギー利用が激増する可能性を示

唆するものである。例えば先進国の現在の商用エネルギー消費量は、途上国の 14 倍にのぼ

る。さらに商用建物でのエネルギー消費は、途上国のエネルギーの最終消費セクターの中

で今後最も急成長すると予想されている（EIA; US 2008）。建物セクターには家庭用住宅や

集合住宅等の居住用建物、ショッピングモール、高層オフィス、冷蔵倉庫といった商用建

物等、広範な構造物が含まれ、エネルギーの最終用途は主に暖房、冷房、冷蔵、照明、電

化製品、電子機器に分類できる。こうした最終用途は電力を使用するものがほとんどであ

るが、暖房のニーズも多岐に渡ることから、天然ガスや石油が必要になることもある。

　中国では、建物は国の一次エネルギー総消費量のほぼ 25% を、さらに年間 GHG 排出量

の 4 分の 1 を占める。中国の人口の約 45% が都市圏に居住しており、2030 年には人口の

60% が都市に移動すると予測されることから、建物のエネルギーサービス需要が大幅に増

加する可能性は極めて高い（Li 2008）。

　建物からの GHG 排出量が増えるのは、主に電力消費が増えるためである。中国の一次エ

ネルギー総需要は、2005 年の 4,025.3 Mtoe から、2030 年には 7,215.2 Mtoe に増加すると予想

されている。1 人当たりエネルギー需要にすると 2005 年の水準より 50% 増加することにな

る（ADB 2009）。1 人当たりの電気需要も、2005 年の 1,344 kWh から 2030 年には 2,530 kWh
に増加すると予想されている。これは年 2.6% の成長率に相当する（ADB 2009）。アジアにお

ける途上国の商用建物の電力使用による CO2 排出量は、他のどの地域よりも多い。その一方、

住宅からの排出量はアジアの CO2 排出量増加の最大の部分を占め、その比率は 42% に達す

る可能性がある。

　図 11.2 は Graham（2003）が提示した建物のライフサイクル段階を図示したものである。

ライフサイクル・アプローチを用いると、建物運用時のエネルギー使用量の比率が他の段

階より圧倒的に多い傾向にあることがわかる。この段階のエネルギー消費量は、気候と場

所、需要レベル、エネルギー供給とエネルギー源、設計と建築資材、居住者・利用者の収

入レベルと行動等、相互連関をもつ様々な要因によって変化する（UNEP 2009）。
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図 11.2  建物のライフサイクル段階 

出典 : UNEP 2009

3.2  輸送

　経済発展、人口増加、都市化によって、輸送セクターからの GHG 排出量も急速に増加

した。輸送セクターは世界の化石燃料の燃焼による CO2 排出量の約 4 分の 1、GHG 総排出

量の 13% を占める（IEA 2008）。世界の輸送関連の GHG 排出量は 1970 年～ 2005 年の間に

130% に増加したが、最近の伸びはほとんどがアジアの急速な車社会化によるものである。

例えば、アジアの輸送関連の CO2 排出量は、1980 年～ 2005 年にかけて 0.21 から 0.76 ギガ

トンへと 3 倍以上に増加した（Timilsina and Shrestha 2009）。

　アジアの国々における輸送による排出はここ数年大きく増加したが、今後はさらに加速

する可能性がある。アジアのエネルギー最終需要は、2005 年～ 2030 年にかけて年率 2.2%
の成長が見込まれている。輸送セクターでは 2.9% の成長が見込まれているが、これは最

終需要の数字としては他のどのセクターよりも高い。さらに図 11.3 に示す通り、同セクター

のエネルギー使用量が急増することで、アジア途上国の排出量が世界の輸送関連の CO2 排

出量に占める割合はますます高まるであろう。2000 年にはアジアにおける途上国の排出量

は世界の輸送関連 CO2 総排出量の 14% に相当する 0.75 ギガトンに過ぎなかったが、2050
年には 30% に達すると予想されている。

図 11.3  輸送セクターの CO2総排出量（2005～ 2050年）
 

出典：WBCSD 2004
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　輸送による排出量は、輸送量や輸送手段ごとのエネルギー使用量、そのエネルギー発生

に使用する燃料の種類、公共交通機関と私的交通手段の比率等の変数によって決まる。こ

れら 4 つの変数、特に自動車のタイプ別のエネルギー消費と全体的な自動車の走行量をア

ジアの政策決定者がどう管理するかが、今後の排出量に影響するであろう。例えば持続可

能な開発のための世界経済人会議（WBCSD）は、1 台当たりのエネルギー消費量を 18% 改

善しただけでは 2050 年までに推定 123% 増加すると予想される軽量自動車の輸送量を相殺

するのに十分ではないと指摘している（WBCSD 2004）。この指摘は特にアジアに当てはま

る。例えば中国では自動車保有台数が 2006 年の 3,700 万台から 2030 年には 2 億 7,000 万

台に増えると予想されているためである（IEA 2007）。これは 123% の増加をはるかに上回

る上昇率である。

　自動車台数の劇的な増加は、アジアの政策決定者が自動車の効率向上を追求するだけで

なく、移動性とアクセスの利便性を犠牲にせずに交通需要を抑制する政策を探し出さなけ

ればならないことを示している。アジアの輸送セクターにはこの均衡化を達成する機会が

多数存在する。次のセクションでは、輸送及び建物セクターに見られるこうした機会の大

半が低炭素だけでなく低コストも実現することを示す。

4.  建物及び輸送セクターにおける削減機会とその障害

　建物セクターが他の主要な排出セクターと比較すると現在利用できる技術を活用して

GHG 排出を最少コストで削減できる可能性が最も高いセクターであることは好材料である

（UNEP 2009）。Levine et al（2007）は、世界の居住用及び商用建物セクターは 2020 年までに

予測ベースライン排出量を約 29%（検討した全分野で最高）削減できる可能性があると結論

づけている。建築物の設計と運用時にシステムアプローチを適用することで、新築建物で

は推定で最低 75% の省エネが実現可能になると予想されている。

　途上国での新築建物の急増と非効率的な建物の建て替え率が低いことは、建物セクター

の排出量が多いことの主要因である。WBCSD は政府、企業、個人が新築及び既存建物で

のエネルギー使用量を積極的に低減し、排出量を 2050 年のベースラインに対して 77%（推

定 48 ギガトン）削減し、大気中の CO2 濃度を IPCC が要求するレベルに保つことを提言し

ている（WBCSD 2009）。

　アジア地域の GHG の状況を一変するための鍵となるのは、無理のない低減方法を探し

出し、最大限に利用することである。そのためには、低炭素政策が同時に低コストでなけ

ればならない。いくつかの研究によって、2030 年までに世界の排出量を 1990 年レベルの

35%、2000 年レベルの 70% 削減することが経済的にも技術的にも可能であることが示され

ている。そこまで大規模に削減を行えば、世界の気温上昇は工業化前から 2℃以内の範囲

に保たれ、気候変動の最も深刻な影響は多少遠のくであろう（McKinsey 2009）。
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図 11.4  セクターと地域ごとに見た推定削減ポテンシャル 

出典：UNEP-SBCI 2009

　限界削減費用曲線を使用して低コストの削減オプションを特定するという方法に注目が

集まっている。どのセクターにどのような介入をすれば削減コストが最低となるかが、こ

の方法でわかるためである。例えば 2030 年の世界的削減コストが 1 トン当たり 90 ドル未

満の主要セクターは、エネルギー供給及び工業セクター（17 GtCO2e）、林業及び土地セク

ター（12 GtCO2e）、廃棄物、輸送、建物セクター（12 ～ 14 GtCO2e）であることが、こうした

研究で示されている。輸送及び建物セクターは特に注目に値する。推定削減ポテンシャル

12 ～ 14 GtCO2e のうち 3.7 ～ 5.1 GtCO2e が、表 11.3 に示したより持続可能な消費の実践に

よって可能になるためである（McKinsey 2009）。実際、Levine et al. は 2007 年に、どの技術

と最終の需要で社会にとっての単位削減コストが最低になるか、さらにどの技術と最終用

途で削減ポテンシャルが最大になるかを理解することが、制度設計の観点から極めて重要

であることを示している。

表 11.3  持続可能な消費によって可能になる低コストの削減

セクター 2030年の年間排出量
GtCO2e

推定削減量

建物 1.5 - 空調の変更で 2%
- 温水暖房、家庭用電化製品、照明で 20%
- 新築建物の床面積の削減で 20%

輸送 0.5 - 消費者用：小型車、効率的な運転、利用削減

- 商用：輸送能力の増加、輸送計画の改善

航空輸送 0.2 - 輸送量の削減で 20%
私的交通手段から公共
交通機関への移行

0.2 ～ 0.4 -  自動車から鉄道、バス、徒歩、自転車への移行で 
 5 ～ 10%

農業 0.6 ～ 1.8 -  先進国の肉類消費量の削減で 20% 
牛肉、山羊肉、羊肉の 0 ～ 50% を他の肉類で置き換え

産業への波及効果 0.8 - セメント建物で 15%
- 鉄鉱石・鉄鋼で 10%
- 鉄骨建物で 5%
- 鉄鋼輸送で 5%

出典：McKinsey 2009
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　こうした機会の多くが行動やライフスタイルの変化を必要とするが、これらのセクター

で行動のコストが低くなる傾向にある理由は二つある。第一に、投資の期間全体にわたっ

てエネルギーが節約できることである。時間をかけて節約されたエネルギーコストがこの

オプションの比較対象となる「より安価な」標準技術より大きくなり、低炭素代用技術の費

用がマイナスとなるケースもある。

　第二の理由は、ロックイン効果を回避できることである。ロックイン効果とは、建物や

高速道路等の寿命の長いインフラは一旦建設すると変更が困難であることを指す。新しい

設備やインフラの建設は、古い設備やインフラを改修・交換するより安価で済む傾向があ

る。したがって、新しい省エネインフラを建設できるセクターでの削減オプションの追求

は比較的安価で済む。

　同様の点が、低コストの削減機会が最も大きくなる地域はどこかということと関係して

くる。前セクションで述べたように、アジアのエネルギー使用量はまだ少ないが、急速に

増加しつつある。さらにアジアのエネルギー関連インフラのほとんどは、今後数十年間で

建設する必要が出てくる。その結果、持続可能なライフスタイルを推進し、それによって

エネルギーと燃料の消費を最小化するインフラへの投資を促すことのできる措置を導入す

る機が熟してきた。

　以上の機会から削減ポテンシャルが生まれることが、図 11.5 からわかる。この図は様々

な国でコストを低く抑えて削減することが可能な GHG の量を示している（Hanaoka et al. 
2008）。次セクションではアジアの建物セクターと輸送セクターで行われたこれらの機会

を利用した取り組みを評価する。

図 11.5  低コストの削減ポテンシャル
 

出典 : Hanaoka et al, 2008 より改変

4.1  建物セクターの削減機会

　建物での電力使用がエネルギー消費削減を最も簡単に実現できる分野であることは、ほ

ぼ間違いない。それによって GHG 排出がかなり削減できるだけでなく、建物内で電化製

品を使用するエンドユーザーにとってもコストが安上がりで済むというメリットが生じ

る。したがって原油高とエネルギー安全保障に対する懸念の拡大に危機感を持つアジアの

2500

3000

3500

4000

2020年の削減ポテンシャル 

0

500

1000

1500

2000

中国 インド 米国 西欧州 ブラジル ロシア 

G
H
G
削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル（
M
t C
O
2e
）

<0 $t/CO2e 0-50 $t/CO2e 50-100 $t/CO2e 新技術による削減ポテンシャル



第 11 章  持続可能で低炭素型の建物と輸送：都市化の進むアジアにおける気候上の最重要課題

237

政府は、建物設計及び電化製品の改良のための様々な措置を実施している。自発的プログ

ラム、建物と電化製品に関する基準の設定とその表示、教育プログラム、最優良事例の選

定とベンチマークの策定プログラム、国家市場転換プログラム、資金援助、公共セクター

調達等が、そうした措置の一例である。

　強制的・自発的な基準の設定とその表示は、電化製品については先進国・途上国あわせ

て 60 カ国で既に制度化されている。エネルギー効率の高い電化製品のタイプは幅広いため、

タイプごとに独自の規制がある。エネルギー効率基準をいち早く導入した米国では、40 品

目を越える家庭用電化製品に対し、国の定める強制的基準と自発的基準の両方またはいずれ

かが設定されている。中国もここ数年の間にエアコンと冷蔵庫で最低性能基準を導入した。

　建物性能のレベルでは、国際基準評議会（International Code Council）が策定した国際エネ

ルギー効率規格が建築物のエネルギーに関する規格・基準として有名で、アジアで関心

を集めている。また中国政府は既に「都市建物の省エネルギーに関する規制」（State Council 
2008）を施行し、建物のエネルギー性能の評価に関する法的枠組みを設けている。さらに

グリーンビルディング認証プロセス（国土交通省や、米国グリーンビルディング協議会に

よる LEED 認定等が土地開発プロジェクトに「グリーンビルディング」認証を行っている）

も第三者団体の評価として利用することができ、市場メカニズムを通じたエネルギー効率

認証プロセスの制度化が進んでいる。

　省エネを実現する機会の多くは住宅及び商業用建物セクターにあるが、最終消費製品の商

品化の推進には政府も大きな役割を果たしている。公共セクターによる調達の規模は最終消

費としては最大の部類に入り、新技術採用の初期段階におけるスケールメリットの拡大に力

を及ぼすことがある。国際レベルでは世界貿易機関（WTO）の政府調達に関する協定が、公

共建築で使用する高効率電化製品の購入のモデルとなっている。中国、韓国、日本では政府

や自治体がエネルギー効率の高い製品を購入するための戦略を既に実施している。

　今日行われている効率化政策は、ほとんどが国レベルで始められたものである。しかし

その技術の実際の管理は、都市や地域レベル、さらに各省庁に委ねられることが多い。こ

のことは地域イニシアティブを扱った第 5 章で詳細に記載した通り、政策を有効に実施す

るには政府と地方自治体の間に緊密な協調関係が必要であることを示している。例えば中

国では建設部が財政部の協力を仰ぎ、既に北部の都市で市街地暖房改革を開始している。

2007 年には寒冷地域の 14 省で、モニタリングと熱効率改善機器の設置に助成金を支給す

る 9 億人民元の予算が承認された。この予算は住宅改修に取り組むため、中央政府から各

省に移替された（Ministry of Construction, PRC 2008）。

　上記の政策と対照的に、電気利用率が依然低い他のアジア途上国に加えて、中国及びイ

ンドの多くの地域では、エネルギー基準が統一されていない。大半の途上国の政策は、調

理の主燃料、すなわちバイオマスに重点をおいている。長い目で見ると、これらの地域で

は電化が進む可能性が高い。都市化が進展することによって、これらの地域の住民が現代

のアジアの都市で見られるライフスタイルを模倣することになる場合と、低炭素ライフス

タイルを追求することになる場合の両方が考えられる。したがって、既存のインフラを改

修するチャンスだけでなく、今後建築される建築物のエネルギー及び燃料消費を最少にす

るためのチャンスも大いにある。同じことが輸送セクターのインフラと計画にも当てはま

る。

4.2  輸送セクターの削減機会

　輸送セクターでの排出の削減は以下 3 項目に分類できる。（i）土地利用計画、渋滞税、動

力を用いない輸送手段への切り換えによる不要な輸送量の低減、（ii）大量輸送を行う移動手
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段の使用率の増加または維持、（iii）燃料切り替えまたは燃料効率基準によるエネルギー集

約度の改善。本セクションでは、最初の 2 つのオプション、すなわち輸送量の低減と移動

手段の転換に注目する。それらの方法によって持続可能な消費の中心をなすライフスタイ

ルや行動の変化を後押しすることが可能になるためである。

　先進国と異なり、アジアの国の多くの都市は人口密度が高く、一つの施設を多目的に利

用できることから、移動距離とエネルギー利用が少なくて済むという利点がある。アジア

の都市の人口密度は現在 1 ヘクタール平均 150 人であるが、北米の都市は 1 ヘクタール 15
～ 26 人である。またアジアの多くの都市では、動力を用いない移動手段（徒歩や自転車）

が多く利用されている。例えば、中国の都市では移動手段の 65% が動力を用いないもので

ある（Kenworthy 2006）。

　さらにアジア地域のいくつかの都市は、都市利用計画によって移動エネルギーを少なく

することに成功している。その好例が 1971 年に密集都市向けの計画で取り組みを始めた

シンガポールで、1990 年代に導入した道路利用料金制度によって、エネルギーを大量に使

用する私的移動手段の増加を抑えている。シンガポールでは家庭の 50% 以上、職場の 40%
以上が公共交通機関と近接しており、自動車保有は人口千人当たり 100 台と比較的低水準

に留まっている（Olszewski 2007）。また上海市は革新的なナンバープレート・オークション

制度を導入することで、自動車規制の少ない北京市の 6 分の 1 レベルまで自動車数を減少

させた（Gordon and Sperling 2009）。一方、インドネシアのスラバヤ等、低所得者層の多い

都市では、住宅と輸送手段が融合している状況を改善し、両方を持続可能で低炭素にする

試みが行われている（Kenworthy 2006）。

　興味深い動向として、アジアでバスの高速輸送網（BRT）が増えていることがあげられる。

BRT とは路面電車のような専用レーンを走行し、防護壁付き停留所等の乗客サービス施設

を備えたバスシステムである（Wright and Fulton 2005）。執筆時点では、アジアには 30 以上

の BRT システムが稼働していた。最も重要な点は、こうしたプロジェクトによってライフ

スタイルが改善され、都市のカーボン・フットプリントが低減されたことである。例えば

ジャカルタでは BRT 路線が開設されたことによって移動時間が短縮され、GHG 排出が減

少した（Ernst 2006; Matsumoto 2007; Sutomo, Romero, and Zusman 2008）。またアジア途上国

の人口密度の高い都市での低床式路面電車（LRT）や地下鉄の成功例もある。例えばインド

のデリーメトロは 2006 年の完成以来 1 日当たり 226 万人に利用され、年間推定 38,000 ト

ンの CO2 排出削減に寄与したとされている（Sudo 2009）。

　公共輸送の拡大による改善を目指すプログラムが数件開始されたことも心強い。例え

ばインドのジャワハルラール・ネール全国都市再生ミッション（Jawaharlal Nehru National 
Urban Renewal Mission: JNNURM）は政府が主導するプログラムで、2005 年～ 2012 年の 6
年間に 63 都市の都市開発プロジェクトに約 250 億ドルの予算を割り当てている。予算の

大部分が公共輸送の改善を目的としたものである（Agarwal and Zimmerman 2009）。

5.   エンドユーザーのレベルで見た建物・輸送セクターの削減機会 
に対する障害

　持続可能な低炭素消費戦略の策定には、エネルギーを実際に消費する者だけでなく、多

数のステークホルダーが関わっている。ステークホルダーは政府から投資家、土地開発業

者、公益事業者まで多岐にわたる。必然的に財政的、制度的、社会的、文化的な障害に遭

遇する可能性も高くなる。こうした障害の中でも最も大きい課題となるのは、消費者の選

択肢の不足、消費者コストの高さ、消費者の意識の欠如であろう。アジアの建物・輸送セ

クターに関するこれらの課題を以下で論じる。
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5.1  建物

消費者の選択肢

　既に建設されている建物に関しては、消費者には最終用途のエネルギー効率を改善する

ための選択の余地が与えられていない。都市エネルギーの構造上の特質から、消費者には

そうした選択の主体としての立場が与えられないことが多い。国際応用システム分析研究

所（IIASA）の分析によると、都市システムのエネルギーは、重要度の高い方から順に労働

力の空間的分布、都市の形態、最終用途の効率、既存システムの統合の度合い、燃料の代

用の可否によって決まってくる（Grubler 2009）。消費者はエネルギーを最終利用する局面を

除けば、こうした要因のいずれにも影響力を持つことができない。また、消費者は効率の

よい建物及び電化製品を望むことができるが、それを現実のものとするには一連のプリン

シパル・エージェント問題（依頼人－代理人関係に生じる問題＝ PA 問題）を解決する必要

がある。

　アジアの建物セクターの PA 問題は、エネルギー効率改善の大きな障害である（Murtishaw 
and Sathaye 2006; IEA 2007）。すなわち、エネルギー使用を低減すれば GHG 排出を低減で

きることを知らないステークホルダーはいないが、そうした改善のためにコストを支払う

者とその利益を享受する者が違うというところに問題がある。効率改善のコストを負担す

る投資家が、節約されたエネルギーの利益を必ずしも享受しない場合に、PA 問題が発生す

る。地主が改善の費用を支払い、テナントがエネルギー料金を支払っている限り、投資が

行われることはない。

　同様に、エネルギー料金を地主が支払っても逆の PA 問題が起こり、テナントにはエネ

ルギー使用を控えるインセンティブがなくなる。中国を例にとると、現状の料金体系と規

制の枠組みはエンドユーザーに暖房用のエネルギーを節約するインセンティブを与えてい

ない。暖房が都市建物のエネルギー消費に占める割合は 40% を越え、エネルギー及び炭素

排出削減の最大のポテンシャルを有する。国が 1995 年に新築住宅の暖房に関するエネル

ギー効率基準を導入した結果、暖房用のエネルギー消費は大幅に減ったが、中国北部の住

宅の平均的暖房エネルギー消費量は国の規定に従っていても依然スウェーデン、デンマー

ク、オランダ、フィンランド等のバルト海地域の最も効率のよい住宅の約 2 倍に達する。

現状の条件では追加コストがかかることから、住宅建設業者にも土地開発業者にも住宅の

効率を高めるためのインセンティブがない。暖房によるエネルギー料金は実際の消費量で

はなく床面積を基準にして請求されるため、消費者はエネルギーを節約しても料金に反映

されず、開発業者にとってもエネルギー効率の優れた住宅を建てるための経済的インセン

ティブがない。

消費者コスト

　初期費用の高さは、以前からエネルギー効率の優れたインフラ及び建物の投資に対する

大きな障害であるとされている（IPCC 2007）。多くの投資家が、長い目で見れば効率を高め

ることで節約できるコストが増えるということを知っている。いくつかのケースでは、省

エネ電球等、効率改善のための投資が問題なく行えるのに、既存技術への愛着が新技術の

採用を妨げることがあり得る。また別のケースでは、効率改善には巨額の資金が必要にな

るが、投資家が資本の調達手段を持たないために、そうした投資を行うことができない。

低所得者層の団体や小企業の借り主の多くが、建物改善に向けた資金を借りるための信用

力に乏しいと見なされる可能性がある。

　結果としてアジアでは、規模の大小に関わらずエネルギー効率プロジェクトの導入機会

が利用されないままで終わることが多かった。アジアの多くの地域には、効率改善を望む
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投資家に信用を供与するための適切な金融機関がない。同様に、効率に対する投資は比較

的安全で、しかも確実なリターンが望めるが、貸し手の多くは効率関連投資のリスクが低

いことを知らない。したがって政府が間に入ることで、消費者のコストを下げること、あ

るいはコストを下げるように業界に働きかけることが可能になる。

　中国政府は国内の業界に対し、省エネ製品を販売するよう積極的に支援してきた。財

政部は 2009 年 6 月に「助成金支給による省エネ製品の推進に関する管理弁法」を公布した

（Ministry of Finance, PRC 2009）。このプログラムは省エネ製品の製造企業に助成金を支給

するもので、受けとった企業はその分だけ消費者に対する販売価格を引き下げることがで

きるようになった。その目的は消費者にエネルギー効率のよい選択を志向させることだけ

でなく、消費者の製品に対する認知度を高めることでもあった。

　政府は新技術のコストダウンの推進にも大きな役割を担うことができる。公共セクター

の調達が、新技術開発の初期段階におけるスケールメリット拡大を後押しする力となる可

能性がある。

　公共事業プロジェクトも、多くのコミュニティで全体的な効率改善を可能にしてくれる。

例えば中国では、建設部が財政部の協力を仰ぎ、既に北部の都市で市街地暖房改革を開始

している（Ministry of Construction, PRC 2008）。

消費者意識

　建物基準や電化製品のラベリング制度がないことが、一般大衆がエネルギー効率の優れ

た製品を選択する際の障害となっている。建物開発業者や電器メーカーは、自社製品がコ

ストの節減と排出削減にどの程度寄与できるのかを公表しなければならない（Martinot and 
Borg 1998）。 したがって政府は介入によって基準を守るよう指導し、公表のプロセスも支

援しなければならない。政府の支援を受けたラベリング制度が製造業者の省エネ性能に関

する申告に根拠を与えることで、こうした努力の大きな支えとなっている例が多い。一方、

不動産購入者の多くは開発業者が申告する建物のエネルギー性能を信頼していないのが実

情である。したがって消費者の意識を高めるには、基準を策定・管理し、省エネ性能の証

明に力を貸し、一般大衆にメリットを伝えることができるような政府機関の関与が必要で

ある。

　最終需要のレベルでは、どれを選ぶと環境影響が最も大きいか、またどれを選ぶとそれ

が回避できるか、という疑問が生じる。消費量を削減することは最良の解決策であろうか。 
その答えは価値観や個人の好みといった多くの変数次第で変わってくるが、問題は消費者

向けの適切な情報がないことである。

　先進国の特徴である持続不可能な消費パターンを回避するには、ライフサイクル評価

（LCA）が GHG 排出量に与える消費者の決定の寄与度を理解するための強力なツールとな

る。LCAはサプライチェーン全体に多くのメリットをもつ。それは最終消費者が自身のカー

ボン・フットプリントと外的影響力を理解することを可能にするだけでなく、製品の環境

コストを反映する価格決定方式を確立することや、製造業者が自社の製品を差別化して自

身のサプライチェーンの効率を改善することにも役立つであろう。

　さらに、LCA によって得られた情報は低炭素革新への投資に対する信用を生み出すこと

で、炭素取引市場と一つになって効果を発揮するであろう。信頼できる情報と価格決定の

仕組みが互いに連関することで、生産工程と消費、気候影響が経済的な関係を確立し、最

終的には資源効率と炭素効率の向上につながることになる。



第 11 章  持続可能で低炭素型の建物と輸送：都市化の進むアジアにおける気候上の最重要課題

241

5.2  輸送

　アジア太平洋地域には、これまでに成し遂げた成功と同じくらい多くの課題が残されて

いる。都市化によって、アジアの多くの都市では輸送需要が急激に増加している。例えば

中国及びインドでは輸送需要の伸びが年率 5% を上回っている。さらに、アジアではほと

んどの都市で人口の過密化が進む一方、郊外への拡散とそれに伴う移動距離とエネルギー

消費の増加がますます鮮明になっている。インドネシアのバンドンのような狭い都市では

都市周辺部にコミュニティが生まれ、そこから通勤・通学する者が増えている（Perera and 
Permana 2009）。加えて、密集した都市ではシンガポールの成功に習おうと周到な試みがな

されているが、そうした試みは常に成功するとは限らない。例えばバンコクでは土地利用

計画が一貫性を欠いたため、都市の膨張を抑えようとする試みがあまり効果を上げられな

かった（IGES 2004）。

　さらに、アジアの途上国のあらゆる都市で公共交通機関の利用が減少している。公共交

通機関のサービス内容や質を改善しても、こうした傾向をすぐに反転させるには力不足な

のではないかという懸念が増大している。例えば、インドで専用市バスサービスがあるの

は、人口が100万を超す35都市のうちわずか17都市である（Singh 2005）。もう一つの懸念は、

公共交通機関の価格が低所得層が利用できる程度に抑えられるかという点に関するもので

ある（Tiwari 2007）。

表 11.4  アジアにおける公共交通機関の利用比率

都市 旧
動力付き交通の利用量に占める 
公共交通の利用量の比率（％）

新
動力付き交通手段で見た 

公共交通機関の利用比率（％）

バンコク 1970 年 53 1990 年 39 
クアラルンプール 1985 年 34 1997 年 19 
ソウル 1970 年 67 1992 年 61 
東京 1970 年 65 1990 年 48 
上海 1986 年 24 1995 年 15
広州 1995 年 33 2002 年 20

出典：Hook 2002; Wright and Fulton 2005 より改変 

　さらに革新的な輸送方式を導入したにも関わらず、利用実績が当初予想を下回る例も増

えてきている。例えばジャカルタの BRT プログラムは最初に開通した路線では人気を博し

たが、残り 7 路線の乗車率は最初の路線を下回り、時間もエネルギーも最初の路線ほど節

約できなかった（Sutomo, Romero and Zusman 2008）。デリーの BRT のように、長さ 5 km の

パイロット路線の運用上の問題によって、「カオスの回廊」と呼ばれるほどの渋滞の名所を

作りだしてしまった事例もある。BRT プログラムの意志決定構造はそれぞれ異なるため、

アジアで同じように機能するとは思えない、というより一般化した議論もある（Houssain 
2006）。また公共交通機関の大がかりな見直しには、資金調達に関する懸念もつきまとう。

JNNURM の事例で言えば、発注したバスの納品の遅れがこのプログラムに対する熱意に水

を差した。結論を言えば、ライフスタイルや行動の変化によってエネルギーを削減しよう

とする戦略の多くに、多数の障害があるということになる。以下にマレーシア、インド、

インドネシアの事例を取り上げ、各地でみられる障害を検証していく。

消費者の選択肢

　消費者に選択肢が与えられていないことが、持続可能な輸送方式に移行する上での主な

障害である。その好例がマレーシアで最も急成長を成し遂げたクアラルンプールの事例で

ある。同市では自動車に有利な開発計画によって、輸送に関する選択肢が制限されること
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になった。1980 年代～ 1990 年代にかけての急速な発展によって消費を志向する中産階級

が出現し、郊外型のライフスタイルと郊外型住宅の需要が増加した。そのためゴンバやペ

タリン等の住宅街の開発が促され、さらに隣接するセランゴール州が人口集中地帯に変貌

し、自動車やその他の動力付き移動手段の全体的な増加につながった。クアラルンプール

市はかなりの程度まで「多数の高速道路と郊外型大規模ショッピングセンターを完備した」

北米型の車社会化のパターンをたどった（Bunnell, Barter and Morshidi 2002）。

　1980 年代には政府が 20 本以上の新設道路の建設と、同市周辺のクランバレー地域まで

含む道路改良プロジェクトに多額の投資を行った。道路建設で中心部の渋滞は一時的に減

少したが、それによって市域外の輸送需要が生まれた。そのため1985年に既に34%と低かっ

た同市の公共交通機関の利用率は、1997 年には 19% まで低下し、この傾向を反転させる

ことは困難となった（Wright and Fulton 2005）。

　またこの問題に加えて、政府が行った同国の自動車業界に対する支援が火に油を注いだ。

クアラルンプール市は最近 LRT システムに投資を行っており、フィーダーバスや通勤用鉄

道との乗り継ぎが実施される予定である。しかし、自動車に依存するライフスタイルが一

旦確立してしまった後で、このシステムが通勤パターンにどう影響するのかという点は、

未だ不透明である。

図 11.6  公共交通機関の利用比率

出典：UITP 2001 

　クアラルンプールの事例は、エネルギー集約的な輸送パターンが固定化してしまうこと

を防ぐための長期計画の必要性を示している。したがってアジアで都市化が進展している

地域では、迅速な行動を推奨する。しかし、持続可能な輸送方式の初期費用は極めて多額

となる可能性がある。

消費者コスト

　都市貧困層の急速な増加が進んでいる国では、コスト上の障害が特に問題になることが

わかってきた。コストの高さは、例えばインドのデリーで暮らす 1,000 万人の住民の多く

にとって、最大の障害である。同市では 1990 年に土地の多目的利用を推進するためのマス

タープランが策定されたが、それから 20 年の間に計画地域の外側に定住する都市移住者

が急速に増加した。その結果、通勤その他の不可欠なニーズのための移動が増えただけで

なく、安価な公共輸送の需要も創出された。デリーメトロ等、注目を浴びた一部のプロジェ
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クトによってそうした需要はいくぶん吸収されたが（Sudo 2009）、それらの輸送手段は多く

の消費者にとって日常的に利用するには高価すぎる（Tiwari 2007）。

　デリーメトロの運賃の高さは、より根深い問題の兆候である。公共輸送のための持続可

能な資金調達モデルを設計するには、システムの採算を取りながらも安価な料金を設定す

る必要のあることが多い。料金が低すぎればサービス提供者が運営費用をまかない、「シス

テムの近代化や拡張はもちろん、定期的なメンテナンスや車両交換のための資金的余裕を

もつことさえ」難しくなる（Pucher 2004）。デリー市はこの問題をインドの他の多くの都市

より効率的に処理した。同市は 1990 年代前半に民間業者と公共輸送サービス提供の契約

を行い、官民協力体制を築いた。当初こそ産みの苦しみを味わったが、質のよい輸送の需

要増大に対処するためには民間業者間の競争が効果的であることを明らかにした（Kharola 
2008）。また、インドの JNNURM は 63 都市の市街開発に約 250 億米ドルの投資を計画した

中央政府のプログラムであるが、これもデリーやインドの他の都市の取り組みを支援して

バスシステムの輸送能率を改善する方法として有望である（Agarwal and Zimmerman 2009）。

　次の大きな課題は、消費者に所得が増加しても公共交通機関を利用し続けてもらえるよ

うに、サービスの量と質を高く保つことであろう。インドの大都市の多くでは、自動車が

1995 年から 2000 年のわずか 5 年の間に 30% ～ 40% 増加した（Singh 2005）。これは化石燃

料の価格が低下したことだけでなく、自動車、さらに超小型車の価格がますます手頃にな

り、魅力が増したことの反映でもある。個人輸送にかかるコスト全体を消費者に意識させ

ることは、アジアにおける低炭素輸送へのもうひとつの課題である。

消費者意識

　人々を輸送コストに敏感な状態にしておくのがインドネシアほど難しい国はない。イン

ドネシアでは助成金で燃料価格が低く保たれているため、省エネ意識が低い。助成金は貧

困層がエネルギーを利用できるようにすることを狙ったものであるが、本来の対象を外

れ、しかも一旦支給されると政治的な理由から廃止が困難になることが多い（UNEP 2008）。
2004 年に石油輸入国となって以来、インドネシア政府は化石燃料への助成金支給に年間予

算の最大 3.2% を費やしている。それによってインドネシアの燃料がアジアで最も安価に

なっただけでなく、自動車の台数が 1990 年～ 2007 年の間に 1,000 万台増え、5,000 万台を

越す要因にもなった（Suhadi 2009）。幸いなことに、そうしたコストに対する意識は最近に

なって高まってきた。インドネシア政府は 2008 年 10 月、プレミアガソリン及びディーゼ

ルの助成金を約 30% 減額した。その際、一般にコストが全体でどれほどかかっているかを

説明するために啓蒙キャンペーンも行った。その結果インフレが緩和され、加えて助成金

減額でコストが増加したため運転を控えるようになる者も出てきた。ここで指摘しておき

たいのは、政府は助成金の減額で浮いた財源を他の社会厚生ニーズに割り当て直すように

努めるべきということである。 

　インドネシアの消費者に低炭素輸送の価値を意識づける方法は他にもある。ジャカルタ

の「ノーカーデー」がその好例である。ジャカルタのノーカーデーは、2002 年に非政府組織

（NGO）の支援を受けた年 1 回のイベントとして始まった。その後、政府支援のイニシアティ

ブに成長し、今では 5 つあるジャカルタの行政区の 1 つで毎週日曜日に開催されている。

ノーカーデーには約 5,000 人が集まり、動力を用いない移動手段を使うメリットを国民に

啓蒙する上で役に立っている。ジャカルタの BRT プログラムはあるレーンを走行禁止にし

て専用のバスだけが走る方式であるため、公共交通機関の利用も奨励される。ジャカルタ

の成功にならって、スラバヤ、ボゴール、ジョクジャカルタ等、インドネシアの他の都市

でも独自のノーカーデーの開催が始まった。このプログラムが人気を博したことから、省

エネ意識を高めるためには、動力を用いない輸送手段や公共交通機関の漠然としたメリッ

トを目に見える形で消費者に伝える必要のあることがわかる（Dillon and Damantoro 2008）。
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6.  今後の方向性

　消費主義と気候変動の結びつきは明らかである。毎年大気中に排出される GHG のほと

んどすべてが、元をたどれば個人、家庭、政府セクターが消費する建物及び輸送サービス

に行き着く可能性がある。消費者の主導によってエネルギーを化石燃料に頼る経済が形作

られていることから、どのような決定でも GHG 排出量に影響しないものはない。持続可

能な消費という考え方は何年も前からあったものの、様々な社会的、資金的、制度的障害

に阻まれてきた。しかし、気候問題に対処する必要から政治とビジネスの分野で急速に関

心が高まったことによって、持続可能な消費の実現に向けて経済を改革しようとする動き

に弾みがついた。エネルギー問題、そして気候変動の裏にある GHG 排出には消費行動と

の結びつきがあることを踏まえると、持続可能な消費を実現するための政策や措置が必要

になってくる。本章は急速な都市化の進むアジアが先進工業国の炭素集約的成長パターン

から離れ、建物及び輸送セクターの持続可能な消費に移行する際に直面する主な障害と解

決策を提示した。個人の行動は持続可能な消費に直接的に影響するが、同じく重要なのは

製品を生産する業界と、消費者としての政府の行動である。 以下のサブセクションではイ

ンセンティブ、LCA、国際政策決定プロセス等といった措置に関連して、各ステークホル

ダーが持続可能な消費に移行するために今後取るべき道を明らかにする。さらに自力では

そうした変化を達成できない国が資金調達と人的資源の動員を行うためには、国際的な枠

組みが決定的な役割を果たすことも示す。

6.1  消費者

　消費者の意識の欠如は、持続可能な消費に関する選択を行う際の大きな障害である。一

般人に対して自身の選択のメリットと影響を啓蒙する政策は、効果的なツールである。例

えばエコラベル・プログラムは多くの先進国で効果を上げ、エネルギー効率の優れた製品

に対する消費者の信頼感を高めることに役立ち、そうした製品の販売の原動力となってい

る。ラベルを貼ることで消費者は価値観と好みに合致した選択をできるようになり、そう

した製品の認知度が高まることにもなった。同時に LCA は製品やサービスの性能を系統

的に推定することで、選択の結果を比較するための強力な手法となっている。こうしたツー

ルは購入時点の初期コストだけでなく、エネルギーや燃料使用に対する影響、製品寿命が

尽きるまでの社会的影響も消費者に示してくれる。なお、林業セクターのエコラベルと

LCA に関する議論は第 8 章を参照されたい。

　もう一つの大きな障害は、持続可能な消費の実現に向けた正しい選択を行う際にかかっ

てくる資本コストの大きさである。個々人が自身や社会に対する長期的なメリットを理解

していたとしても、誰もが好ましい選択肢を獲得するための資金を持つとは限らない。政

府が例えば料金の割引等のプログラムを導入することで、消費者がエネルギー効率の優れ

た電化製品や燃料が少なくて済む電気自動車等、持続可能な選択を行うための力になる可

能性がある。もうひとつのツールは炭素価格である。消費者が直接炭素価格の影響を受け

るわけではないが、最終価格は製品の生産時に組み込まれた炭素の量を反映している。こ

のことは、高価であるものの持続可能性が高く従来型の技術と競合できる製品の創出に役

立つ。従来型技術の価格は、GHG 排出に関連する外性的要因を反映していないため、安値

が付けられることが多い。 

6.2  生産者

　製造業者による持続可能な製品の大量生産を支援するためには、一連のインセンティブ

を導入する必要がある。政府が助成金という形で製造業者を支援すれば、製造業者はそれ

によって浮いたコストで最終価格を引き下げることができる。加えて他のプログラムも、

最終製品に持続可能な消費の要素を取り入れるための工場設備の入れ替えを後押しする可
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能性がある。同時に罰金という手法を用いることで、生産者が建物及び輸送セクターに旧

式で持続不可能な技術を使い続けるのをやめさせることができる。

　企業の社会的責任（CSR）を追求する動きが拡大していることも、消費者が環境や社会に

及ぼす影響を高める推進力となる。生産サイドで始まったエコラベル政策は、製造業者に

効率のよい工程への革新を進めさせた。これは消費者に環境のイメージをアピールする

ツールでもある。

6.3  政府

　消費者が選択を行うほかに、公共セクターはインフラや都市計画に責任を持たなければ

ならない。優れた統治手段の欠如が、これまで建物セクターと輸送セクターが炭素集約的

な事業活動や持続不可能な消費パターンから抜け出せなかった要因である。各政府機関が

都市計画やグリーン購入を進める中、政策オプションを評価する際に、コベネフィット（相

乗便益）アプローチを採用することができる。コベネフィットアプローチとは、地域の問題

に対処することで同時に世界的に影響を及ぼすような相乗効果を持つアプローチである。

　これまでの研究から、政府の都市計画や公共事業は都市システムの全体効率の管理に大

きな役割を担っていることが明らかになっている。発展途上地域の多くには、地方自治体

が経済の様々なセクターの空間的配置や産業資源の配分を最適化できるような方法で都市

計画を行う機会が大いにある。公共交通機関のための用地や人的資源の配置、公益事業の

運営等といった公共インフラの提供は、民間セクターだけでは実施できないプロジェクト

の資金を調達し、運用を行うための唯一の方法であることが多い。そうしたインフラには

LRT、BRT、地域冷暖房等が含まれる。

　製品とサービスの大規模な購入者である公共セクターは、「グリーン購入」によってス

ケールメリットの拡大を進めることができる。これは新製品を率先して購入することでス

ケールメリットの拡大に役立つだけでなく、個々の消費者にも信頼感を与える。したがっ

て政府は、グリーン調達方針、グリーンビルディング、エネルギーオプションの多様化等

の方法を採用し、模範例を示さなければならない。

　重要な行動の大半は、地域と国のレベルでとられる。国際政治や地方政治の制度は、建

物及び輸送セクターの持続可能な消費の推進に一定の役割を果たすことができる。同様に、

政府と国内ステークホルダーも、気候変動や持続可能な消費に影響する多極的・双極的プ

ロセスや協定の方向性を形作るために力を貸すことができる。国際的なレベルで見ると、

2013 年以後の気候変動枠組み、特に炭素価格設定、技術移転、資金的メカニズムに関する

交渉が、中央政府が建物セクターと輸送セクターの持続可能な消費に対してインセンティ

ブを提供する政策や措置を始めるための推進力となる可能性がある。そうした背景に照ら

して見ると、地方自治体及び政府は、消費の選択を低炭素で持続可能な資源利用の方向に

向ける上で極めて重要な役割を担うことになる。

注 
1.  ここ数年、いくつかの先進国が京都議定書附属書 I の削減目標達成を目的とした政策に、持続可能な

消費の要素を取り入れ始めた。
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